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は じめに:辛 亥革命 は民主化の波の所産か?
第2次 大戦の余波として続いてきた東西両陣営の対立,い わゆる冷戦 は
20世 紀 も終わり頃になって東側社会主義陣営の敗北で終結 した。冷戦 の終
焉とともに,社 会主義陣営の 二大国であったロシアと中国は,「アメ リカを
牽引役とする旧西側諸国によって始められ」た 「主権国家間の明確なルール,
暗黙の規範,そ の実施機構か らなる国際秩序」に参加することを余儀なくさ
れた。 しか しなが ら,こ れ ら両国は依然として 「この秩序に参加す るべ きか
否か判断 しかねて」いるのが昨今の国際政治の現状であるという,マ ンデル






いては1991年 にハ ンテントンが出版 した著作,『 第三の波一 二十世紀後半
の民主化』が重要であろう。かれが1993年 に発表 した論文,「 文明の衝突」
はたちまち世界的な大論争を巻き起こし,こ の論争はその後,3年 間 にもわ
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たって続 くことになったが,ハ ンテントンの 「文明の衝突」論の背景にかれ
の 「民主化の波」仮説があっ「たことを忘れてはならないであろう②。 この論
文発表の2年 前,か れは,現 在は1970年 代半ばに始 まる民主化の 「第三波」
の中にあるという歴史認識を示 していたのである(3)。
ところで,中 国は1978年 の郡小平の改:革開放政策の開始以降,「社会主義
市場経済」 を掲げて,今 や経済を成長軌道 に乗せることに成功 したが,政 治
的 「開放」の流れは1989年6月4日 の天安門事件で止 まって しまった。 同
時に,そ れ以来,米 中関係もほぼ10年 間の冷却状態が続 き,1997年10月
の江沢民国家主席の訪米と1998年6月 末か ら7月 初めのクリン トン大統領
の訪中とによって公式に修復軌道に戻ったかに見えた。 しか し,1999年 の
コソボ 「戦争」の最中のユーゴスラヴィア中国大使館誤爆事件や米国におけ
る中国のハイテク ・スパイ疑惑の浮上を見ても,米 中間の信頼回復は前途多
難が予想 される。どうや ら冷戦の終焉はヨーロッパに限 られ,む しろアジア
では最近の朝鮮半島情勢 カシミール紛争の再燃,中 国 ・台湾の関係悪化を
見ても,冷 戦は終わってはいないよ.うである。
こうした国際政治と中国の現状と踏まえると,中 国が歴史上,20世 紀の





制か ら民主主義体制への一群の体制移行)の 影響下に生 じたといえるかどう
か,を 考察 しておこう。
ハ ンテントンは,最 近の4半 世紀(1974年 か ら1990年)に かけて世界各
地で起きた35力 国の民主化の事例を比較研究 した際,こ れ ら一連の民主化
を,歴 史上,1974年 にポル トガルの リスボンで始 まった民主化の 「第三波」
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として理解する一方,そ れ以前にも 「民主化の波」が2回 起 きたと見ている。
これらの民主化の 「第一波」と 「第二波」とはどのようなものだったのであ
ろうか(5)。
ハ ンテントンによれば,民 主化の第一波は,1828年(ア メ リカの大統領
選挙で一般男子の普通選挙が実現 した年)か ら1926年(ポ ル トガルでサ ラ
ザール独裁政権が誕生 した年)ま での約百年間,続 いた長い波であり,民 主
化の第二波は,1943年(連 合国の占領国下で開始)か ら1962年(ペ ルーで
選挙結果に軍が介入 した年)ま での約20年 間,続 いた短 い波である。 そ し
て,い ずれの民主化の波 も,そ の後半には,短 期間(と'も に約20年 間ほど),
非民主主義支配に逆行する 「揺れ戻 し」の時期が続いたとする0第 一波の民
主化の揺れ戻 しの波は1922年 から1942年 まで続 き,第 二波の民主化の揺れ
戻 しの波は1958年 か ら75年 まで続いたとしている。
それならば,果 た して1911年 の中国の辛亥革命 と民主化の第一波 との関
係はどのようなものと考えられるであろうか。ハンテン トンによれば,「 最
低限の民主主義の必要条件」としては次の2っ の基準を満た していなければ
ならない。すなわち,① 成人男性の50%が 投票権をもつ,② 選挙 された議
会において過半数の支持を維持するか,ま たは定例の普通選挙において選出
される責任能力のある執行府,で ある。仮にこの2っ の基準を厳格 に当ては
めると,辛 亥革命で誕生 した中華民国はこれらの必要条件のいずれをも満た
していないので,民 主化の第一波は中国に及ばなかったことになるであろう。
しか しなが ら,辛 亥革命によって成立 した中華民国 もまた民主化の第一波
の影響の下に起きたといってよいのではなかろうか。なぜなら,辛 亥革命後,
南京臨時政府が起草 した 「中華民国臨時約法」(暫 定憲法)が 中国史上初め
て 「主権在民」を掲げ,ヨ ーロッパの絶対王政打倒の役割を果た した天賦人




法が,制 限選挙であったとはいえ,選 挙を実施 して議員を選出 し,さ らにそ
の中から総理を選ぶという 「責任内閣制」を採用 していたことは,'ハ ンテン
トンの後者の民主主義の最低基準を満たす方向を目指 していたといえる(7)。
また,中 華民国成立後,衰 世凱や張勲の帝政復活の企てをなんとか凌いで民
国が復活されたとき,段 棋瑞が新 しく選挙法を制定 して 「新国会」を開会す
ると,孫 文等は臨時約法の擁護(「 護法」)を掲げて南方勢力を結集 したが,
それは辛亥革命の`民 主化の成果'.(と りわけ選挙手続 き)を 守 ろうとして
いた点に注目したいのである。




的環境,そ して第1次 世界大戦における連合国の勝利 と,そ の結果として生
じたヨーロッパ大陸の主要な帝国(ロ シア,ド イツ,オ ース トリア)の 崩壊
が挙げられる。第2次 大戦中の半ば頃から約20年 商にわたる短 い民主化の
第二波が起 きた原因は主に政治的軍事的要因によるものである。つまり,第
2次 世界大戦が西欧民主主義国の勝利に終わり,大 戦後,戦 勝国が敗戦 国に
デモクラシーを押 しつけ,海 外植民地の 「脱植民地化」を押 し進めたことで











事的要因である。 したがって,決 して戦勝国の列強にデモクラシーを押 しつ
けられたわけではなく,む しろ西欧列強と互角に対抗するためにはそれ らと






制に逆行 したとパ ンチントンは指摘するが,そ の原因として以下の7点 をあ
げている(9)。①鍵を握るエ リー ト集団と国民の双方の抱 く民主主義的価値 が
脆弱であった。②経済危機が起き,権 威主義的政府によって しか対処できな
かった。③多 くの場合,左 翼政権が非常に多 くの社会経済改革を急激に押 し
進めた結果として,社 会的経済的対立の先鋭化が生 じた。④保守的な中間 ・
上層階級が人民主義者,左 翼主義者,及 び下層階級を政治権力か ら排除す る





民主主義的価値の脆弱さ,② 経済危機,と くに財政危機が切迫 し何 らかの権
威主義的政府が必要であった,③ 衰世凱等の保守派による孫文等の革命派の
弾圧,④ 衰世凱による宋教仁暗殺,孫 文の第2革 命,・⑤ 日本は隣国の共和革






以下,1本 稿では,中 国の民主化研究の準備作業として,第1節 で 「民主化」
の意味を検討 し,第2節 では,民 主化論の想定するデモクラシーの定義とそ
の特徴について,第3節 で,こ れまでの民主化研究の成果か ら民主主義体制
への3段 階(ま たは3っ のレベル)の 移行 プロセスについてどのような特徴
が引き出せるか,整 理 してみよう。
第1節 「民 主 化Democratization」の 意 味
民主化と民主主義(Democracy)と の概念的な違 いを一早 く指摘 したの
は,比 較政治学者,ダ ンクオー ト・ロス トオとされる㈹。かれは,「 民主化
の第三波」が始まる以前,そ の他の比較政治学者が このテーマにほとんど関
心を持っていなかった1970年 にすでに 「デモクラシーの安定を維持す る要
因はデモクラシーを出現させたそれとは異なる場合があり,デ モクラシーの
説明 は機能と発生を区別 しなければならない」と指摘 していた。当時,注 目
されることはほとんどなかったようであるが,こ の洞察によって民主化とは
デモクラシーの発生を,つ まり 「民主主義への移行」という動態的な変動過
程をさす概念であることを明確 にしたのである。 さらにロス トウは,民 主主
義への移行のすべてに共通する唯一の 「背後条件」として 「国民的統一」を
掲げると同時に,こ の移行プロセスを準備段階,決 定段階,習 慣化段階の三
段階に分けた。準備段階では階級闘争,人 種闘争,宗 教闘争が戦われる。決
定段階では構造 ・文化要因よりも政治エ リー トの選択,認 識 選好,交 渉の
技術を重視する。習慣化段階では民主主義手続 きへのエリートの支持と国民
全体の新構造への適合が問題 となる。 さらにこの移行 プロセスでは鍵となる




それでは 「民主化」,(つ まり 「民主的移行」)の 目安は何なのか。 ごく最
近,『 デモクラシー辞典』を出版 した,編 者の リプセ ットは,そ の序文にお
いて民主主義体制と非民主主義体制を区別する次の3っ の特徴を指摘 してい




ること」である。この指摘か ら民主的移行の目安 となる 「民主主義手続 き」
としては,少 なくとも3っ の基準,す なわち①競争選挙,② 市民の政治参加,
③市民的政治的自由が想定されていることが指摘できよう。
次 に民主化研究の先駆者の一人としてはダールも重要であり,ダ ールの民
主化論の特徴を見ておこう。 ダールは,そ の著書の 『ポ リアーキー』(1971
年)に おいて,「理想としての民主主義ということばを現実の政治体制か ら
剥ぎ取る」という問題意識から 「ポ リアーキー」概念を定義 した。 ポリアー
キーとは 「ある国が,国 家の段階で,か なりの期間にわたって,人 口の大部
分が公的異議申立ての機会を利用できるような体制」をさす(12)。ダールは,
デモクラシー概念は理想と現実の制度という2つ の側面を合わせ持 っている




験的研究に道を開いた。 この時のダールの念頭にあ ったのは1960年 代後半
以降の先進諸国で盛んになったいわゆる 「参加革命」だったようである('3)。
ちなみに,ダ ールはデモクラシーを 「完全に,あ るいはほぼ完全に,す べて
の市民に責任をもって答えるという特性をもった政治体系」 と定義す る⑯。
そ してダールは,民 主化を理論的に 「公的異議申 し立て(自 由化)」 と
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「参加の権利(包 括性)」 の2次 元に分けることができるとし,そ れらの組み
合わせを使 って,ポ リアーキーに至る次の3つ の径路を類型化 した㈹。第1
の径路 は自由化→包括性→ポ リアーキー,第2の 径路は包括性→ 自由化→ ポ
リアーキー,第3の 径路は自由化 プラス包括性→ポリアーキー,で ある。 と
りわけこの内の第1の 径路は,ま ずエリー ト間で競争政治のルール等が確立
し,次 いで参加を認められた社会階層がこのルールを受容 していくものであ
る。第1の 径路の歴史的な事例としてイギリスとスウェーデンを挙げ,3っ
の径路中,第1の 径路が 「最 も安全のようにみえる」。 しか し今日のほとん
どの抑圧体制は 「包括的」である(つ まり形式的であれ,選 挙権は認めてい





て,第1に,民 主化の初期段階にはエ リー トの競争選挙の実現,第2に 民主
主義のルール(「 自由民主主義」,「法の支配」等)の 尊重 という観念の普及
を挙げ,さ らにこれ ら2つ が整った上で次の第3の 基準 として,市 民の政治
参加の拡大が加わることになるであろう。 たとえば,民 主化の初期段階の一
例 として辛亥革命前後の時期をみても,エ リー トの役割の重要性が指摘でき
るであろう。清朝では体制内改革をめざす光結滞が康有為を登用 し,い わば
「上か ら」の民主化を試みるけれども,西 太后等の保守派によって失敗を余
儀な くされる。その後,立 憲派と革命派の論争を通 じてこの革命派のエリー
トたちの中か ら革命を正当化する論理としてデモクラシー(孫 文の三民主義
の一つ,「民権主義」)を掲げる主張が出現 している。辛亥革命後,1913年1




このよ うに民主化 とは デモ クラシーへの 「移 行 プロセス」で あ り,そ の初
期段階 では ぎりぎり最低 限の民主主義手続 きと して エ リー ト間の競争選挙が
挙 げ られていた ことに注 目 しよ う。 もち ろんデ モクラシーをこの段階 だけに
固定 して考 えよ うとす るな らば,エ リー ト主義 的で あると批判 され る こと も
止 むを得 ないであろ う。 おそ らく民主化論 のデ モクラシー概念 はさ らなるス
テ ップを踏 んでい くい くつかの民主主義手続 きと考 え られて いる点 にその特
質が あるのではなかろ うか。 ともあれ民主化論 で はその初期段階 にエ リー ト
主義的 デモ クラシーが想定 されてい ることは指摘 す るに値 しよう。 実際,ロ
ス トオやダールばか りでな く,ハ ンテ ン トンもまたそ うだ ったのであ り,し
たが って,次 に このエ リー ト主義 的デモ クラシーの意 味 につ いて検討 してお
く必要が あるであろ う。
第2節 デモクラシーの手続 き的定義
エリー ト主義的デモクラシー論は,シ ュンペーターの 「手続 き的定義」が
出発点とされる。すなわち,そ れは 「政治的決定に到達する目的で,個 々人
が,人 々の票の獲得をめざす競争選挙を行なうことによって政治的決定権を
獲得する制度的装置」 というものである㈹。 シュンペーターが競争選挙 と
いう手続きに力点を置 く定義を採用 した理由は次のようなものである。 シュ
ンペーターが批判の対象に据えたのはかれのいわゆる 「デモクラシーの古典
的学説」である。シュンペーターによれば,デ モクラシーの古典的学説は,
デモクラシーの源泉(人 民の意志)や 目標(共 通善 とか社会的正義の達成)
によって定義される傾向がある。 しか しなが ら,こ れ ら 「人民の意志」 や
「共通善」等は,実 際の事例研究の中で検証または反証 することが困難であ
るばかりでな く,デ マゴーグや独裁者によってかれ らの支配の正当化にも利
用されてきたとする立場か ら,デ モクラシーを規範的に定義 しないことにし
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たのであ る。 さ らにシュ ンペー ター は,デ モ クラシーを,特 定の構造や制度
(憲 法,議 会,裁 判所 の存在)に よ って定義 した場合 で も,同 じよ うな 問題
が生 じると し,そ の理 由 として は,共 産体制 で さえ も,実 質 はどうあれ,こ
れ らの制度 を備えて いることを指摘 していた。
それでは,シ ュ ンペ ーターの手続 き的定義 の ポイ ン トはどこにあ るので あ
ろ うか。 それは,デ モ クラシーのいわゆ る古典 的学説 が選挙民に よる決定 を
第一 目的 に し,選 挙民 による代 表の選挙 を第二 目的に想 定 していたのを,こ
れ らの優先順 位を引 っ繰 り返 し,第 一 目的を選挙民 によ る代表の選 挙 と し,
第二 目的 を選挙民 によ る決定 とした点 にあ ったといえよ う。換言すれば,シ ュ
ンペー ターの 「デモ クラシーの修正理論」 の意義 は,そ れ まで重視 されて き
た選挙 の機能 を,有 権 者によ る 争 点決定 か ら`政 府 創出'へ とその力点
を移 した ことにあ った といえ るのであ る(且7)。さ らに言え ば,`政 府 創 出'と
は,選 挙民 が代表 を選 出する選 挙(つ ま り民主主義手続 き)に,政 治体制が
民主主義体制 であ ることの`正 統性'を 求 め るもので もあ った といえ るであ
ろ う。 ちなみに,シ ュンペー ター流 のデモ クラシー定義 を採用 しているのは,
今 日,政 治学理論 のなかで・もっとも実証研究 を指 向 してい るとされ る合理的
選択理論 であ り,そ の先駆者 の一人 とされ るダウンズは,シ ュンペー ターの
デモ クラシー定義 に注 目 した もっとも早 い例 であ る〔18)。また,シ ュ ンペ ー
ターや ダウ ンズ等 をその創始者 とす る合理 的選択論者 は,デ モ クラシーの,
公正 や平等等 の共通善 の達成 とい った 「規範 的な」側面 で はな く,よ り 「現
実的 な」側面 に注 目す るべき ことを力説 し,具 体 的には競 争選 挙 に象徴 され
るよ うに,個 人 に 「選 択」 のチ ャンスが与 え られてい る点に一 層の注意 を喚
起 した ことに特 色があ るといえ るであ ろう('9)。
もっとも,こ れ ら合 理的選択論者 のデモ クラシー観 に対 して最近,有 力 な
批判 がなされてお り,ハ ウプ トマ ンのそれ は出色 の もの といえ るであ ろう。
ハウプ トマ ンは,合 理 的選択論者 を,そ の功利主義 的な世 界観 に よって効率
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と分業 を重視 す るあ まり,デ モクラシーの価値を理想か ら 「手続 き」 にまで
切 り下 げたばか りでな く,選 択 と決定 とを意味的に混同 して もいると も批判
してい る⑳。
もちろん,シ ュ ンペー ターがよ り 「現実 的な」 デモ クラシー と して手続 き
的定義 を採用 した当初 か ら,そ の強 いエ リー ト主義 と大衆不信 の傾 向を批判
す る論者が多か ったといえよ う。 こう したエ リー ト主義 的傾 向を批判 す る論
者 は今 日で も依然 と して少 な くないのである。 たとえば,ベ ラ ミーは,シ ュ
ンペー ターの デモク ラシー論 は,「 政 治エ リー トが民衆 の喝采 を博 す る単 な
る手 段 にな る」 とさえ評 して いる(2')。
また,ラ イ ヴ リー は,デ モクラシーについての定評ある著書において,シ ュ
ンペー ターのデ モクラソー論 を検討の対象 の一つ と して取 り上 げ て いる㈱。
ライヴ リーは,シ ュ ンペ ーターの デモ グラシー論 を 「古典的な教義 とは異 な
り,自 由主義 的デモ クラシーの現実に一 致す るとい う長所 を持 って いる」 と
一応 は評価 している。 しか しなが ら普通 の人 々が 「自らの真の利益 」を認識
できず,政 治 に対 す る 「十 分な判 断」 を下 せない とい う信念 に由来 す る 「大
衆へ の不信」 が前提 とされてい る点 で十分 な ものではない と して,や はりそ
のエ リー ト主義的傾向 を批判 するのである。
それに もか かわ らず,1970年 以降,デ モク ラシーの規範 的議論 に対 す る
関心が急速 に衰え,南 欧 や ラテ ンアメ リカにおける民主主義体制 の崩壊 や権
威主 義体制の出現 につ いて扱 った経験的研究 が盛 んになるにつ れて,シ ュ ン
ペー ター流の デモ クラシーの手続 き的定義(あ るいは 「最小限的」 デモク ラ
シー定義 とも称 され る)が 実証的研究者 の間 に普 及 して きたことは注 目すべ
き傾向であ る(お)。実際,ハ ンテ ン トンもこの傾 向を 引 き継 いで いた ので あ
り,か れは,「 シュ ンペー ター学派 の伝統 に従 って」,デ モクラシーを 「統治







の西 ドイツにおいて,ま た,議 院内閣制をとるイギリスと戦後の日本におい
てどのように民主主義体制の制度や手続きが定着 したか,に ついて比較研究
を試みているか らである。
フィッシャーは,デ モクラシーを 「代表を選出し,政 策を選択 し,法 律を
作成,実 行する一連の手続き」と定義する㈲。 この定義のポイ ントは,「 人
治」ではな く 「法の支配」が行なわれているかどうかにあり,デ モクラシー
にとって一番大切なのは,国 民がルールを受け入れ,そ の結果に従 うことで
意見が一致 していることだとフィッシャーが指摘 している点は重要である。
この視点か ら,フ ィッシャーは民主政治の必要条件を二つあげている。一つ
は,政 府の応答能力(こ れは事実上,成 人全員の参加が認められた選挙,そ
の他の政治過程を通 じて実現される)で あり,も う一つは,個 人と集団の諸
権利に対す る尊重(こ れらの諸権利は合法的過程と立憲的構造を通 じて保障
される)で ある。
以上,今 や,民 主化研究(特 に民主主義制度の設定 と強化についての比較
研究)で はシュンペーター流の手続 き的なデモクラシー定義を採用する傾向
が定着 しているといえるであろう。 この定義は,す でに指摘 したように,
エ リー ト主義的であると批判 されるのが常であるが,そ の主たる理由はエリー
ト間の競争選挙 という民主主義手続 きだけに限定 して考えるか らではなか
ろうか。そもそも民主化は移行プロセスである以上,第1節 でも指摘 したよ







次に,権 威主義体制⑳ から民主主義体制への移行,す なわち 「民主化」
は,何 故に,ま た,ど のように行なわれるのであろうか。その先駆的な研究
者であったロス トオは政府 と反対派のアクターの戦略的行動に注目するよう
に指摘 したのだが,こ こでは,ヴ ァン八一ネン,ハ ンテントン,フ ィッシャー
の民主化論の諸研究を中心にして,そ の他(シ ュミッター=オ ドンネル,リ





プロセスは,不 確定さや多様性に特徴があるのであり,そ れ故にエリー ト間
の戦略的相互行為を重視することにもなる。




きた民主化の移行 プロセスを 「民主化の戦略」という視点か ら明 らかにしょ
うとした。
・ヴァン八一ネンの基本仮説 は 「経済的,知 的,そ の他の権力資源がさまざ
まな人口区分に相対的に分布 していることが民主化の多様性を説明する根本
要因である」 というものである⑳。 さらに各国の民主化の程度を測定す る





の二つに焦点を絞 って考察 しようとした。 ヴァン八一ネ'ンが147力 国におけ
る民主化を比較研究 した結論によれば,民 主化の実行 は,64%か ら70%が
体系的 ・構造的要因に制約されていたとしなが らも,民 主化の戦略について
は自由に選択する余地があったことを力説 し,民 主化にとって有益な制度 と
して連邦制と比例代表をあげていた。
ヴァン八一ネンが147力 国を取 り上げた際,民 主化の戦略 としては,社 会
工学的戦略(経 済的,知 的資源の分権化),制 度工学的戦略(多 党制実現 と
競争選挙の着手),政 治的行為の戦略(一 般化 は困難とす る)の3っ 側面 に
分けて比較研究を行なった。 その結果,か れは 「民主化の要求を普通行なう
のは,社 会においてすでに相対的に有力な地位 を得てお り,い くぶん独立
して,資 源を自由に使用できる人々と社会集団であ った」 と結論付けてい
る(3Uc
さらにヴァンハーネンが民主化の4段 階を区別 している点は興味深い㈹。




たものではない),第4に 民主主義制度の強化(政 治制度 を既存の社会構造
に適合させ,社 会条件をデモクラシーに有利なものにする),で ある。
ヴァン八一ネンのこの民主化の4段 階論は,ハ ンテ ントンの3つ の民主化
レベル論を連想 させるものである。ハンテントンは民主化を,権 威主義支配
の終焉,民 主主義体制の設定,民 主主義体制の強化 という3っ のレベルで捉
えようとしていた㈹。ハンテ ントンの第1レ ベル(権 威主義支配の終焉)
をヴァン八一ネンの第1段 階(初 期条件の出現)に,ハ ンテン'hンの第2レ
ベル(民 主主義体制の設定)を ヴァン八一ネンの第2段 階(反 体制エリー ト
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や集団の体制への挑戦)お よび第3段 階(反 対集団の民主化闘争)に,そ れ
ぞれあてはめることができるであろうし,さ らにハンテントンの第3レ ベル
とヴァン八一ネンの第4段 階とは 「民主主義体制の強化」'で同じである。 も
ちろんヴァン八一ネンの段階論にせよ,ハ ンテントンの民主化のレベル論に




ネンの民主化の4段 階論,な いしハンテ ントンの3っ の民主化 レベルという
アイデアはそれ以前の民主化の波を考察する際にも役に立つと考える。
ハ ンテントンの民主化の3つ のレベルは,そ れぞれ次の内容からなる。
第1は 権威主義体制の終焉である。
第三波の民主化が起 きた(つ まりそれ以前の権威主義体制が終焉 した)原
因 としてハンテントンは次の5つ を掲 げている㈹。①権威主義体制が軍事
的に敗北 し,あ るいは経済的に失敗 し(二 度のオイルショックによる),体
制の依拠 していた正統性が衰退 したこと。②1960年 代の世界的な経済成長
によって多 くの国の生活水準が向上 し,教 育が普及 し,都 市中間層が増大 し
たこと。③カ トリック教会の教義が1963-65年 の第2回 バチカン会議で変更
され,各 国の教会の態度が現状擁護か ら権威主義反対に変化 したこと。④国
際的要因としては,1960年 代後半,ヨ ーロッパ共 同体が加盟国拡大に向け
て動 きだ し,1974年 以降,ア メリカが人権外交を推 し進め,1980年 代後半,
ソ連のゴルバチ ョフがペ レストロイカを実施 し体制内改革に着手 しだしたこ
と。⑤1970年 代以降,地 球的規模でのコミュニケーションと輸送手段の発









とした㈹。すなわち,① 政府と反対勢力 との相互行為,② 連合政権内の改
革派(改 革派はさらに りベラル派と民主派に区分)と 保守派 との相互行為,
③反対勢力内の穏健派 と急進派の相互行為,で ある。ハンテントンは,政 治
変動と政治秩序をテーマにしてきた研究者 らしく,さ らに 「民主化過程」を
3っ のパターンー すなわち「体制内改革transformation」,「 革命的変革re・
ズ




(改革派)と 反対勢力(穏 健派)と の共同行為による場合に生 じることを,
それぞれ意味 していた。
そして,も し民主主義体制の設定に成功 したとすれば,「 民主主義ルール
の意識的な採用」が行なわれることになる。 この民主主義ルールとしては,
具体的な民主主義手続 きとして,民 選の官吏の責任能力,大 衆の政治参加,
自由で公平な選挙,多 元主義,市 民的自由の保持等をあげる論者が多いよう
である㈹。
なお,「民主化過程」 についてはヴァン八一ネンの,次 の3っ の指摘 も重
要であろう。①民主化を求める政治勢力をどのように動員するか,② 旧支配
集団を新 しい政治構造にいかにして適合させるか,ま たは排除するか,③ 権
力移行をどのように組織するか(大 衆運動,選 挙,革 命的変動のいずれによ









レベル,③ 国際環境と外国のアクター,④ 体制移行のタイ ミング,⑤ 協調的
で暴力の少ない体制,⑥ 直面 した問題に対するエリー トや民衆の対応の仕方
等,の 諸条件によるとする㈹。また,ヴ ァン八一ネ ンが掲げた三つの民主
化の戦略,す なわち社会工学的戦略(経 済的,知 的資源の分権化),制 度工





民主主義体制の強化を 「民主主義的移行の完成」 と 「民主主義体制の強化」
の2っ の局面に分ける。民主主義的移行が完成するのは 「選挙された政府を
創出するための政治手続 きについて十分な合意ができており,自 由な一般投
票の直接の結果 として政府が政権につき,こ うした政府が新 しい政策を創出
できる権威を事実上持 っており,新 しい民主主義国の創出 した行政,立 法,
司法の諸権力が法律上の他の機関と権力を共有する必要がない場合である」
とする。次いで民主主義体制の強化の作業定義を次の3っ にまとめる。①行
動 レベル(有 意味な民族 ・社会 ・経済 ・政治 ・制度のアクターのどれ もが反






する支持が ごく僅かか,ま たは親民主勢力からは程度の差はあれ孤立 してい
る)。③憲法 レベル(国 家の領土内において政府 と,非 政府勢力 も同様 に新
しい民主主義過程の認める特定の法律,手 続き,制 度の中で紛争を解決する
ようになる,も しくはその習慣をもっ こと)。 さらに民主主義体制 の強化 は
次の5つ の主要ア リーナで必要なものとされる。①市民社会 〔結社 とコミュ
ニケーションの自由〕,② 政治社会 〔自由で包括的な競争選挙〕,③法の支配
〔立憲主義〕,④ 国家機構 〔合理的合法的な官僚規範〕,⑤ 経済社会 〔制度化 ・.
された市場〕である。
また,そ の他にも民主主義体制の強化についての研究を参考にすれば,リ
プセ ットは正統性と法の支配,議 院内閣制と大統領制のいずれか,選 挙制度,




さて,フ ィッシャー等は,連 邦制をとるアメ リカ合衆国と戦後の西 ドイツ,
議院内閣制をとるイギ リスと戦後の日本において民主主義体制の制度 と手続
きがどのように設定されたか,に ついて比較考察を試みた。ハンテントンの




範と期待が生まれるかどうか,で ある(42)。すなわち,① 支持者 と仲間に対
する責任感,② 長期的な必要,優 先順位,利 益,③ 立法に対するプラグマティ
クな態度,④ 必要性 と積極的な意味で妥協を受け入れることである。
これ らの視点から,フ ィッシャー等は,近 年,民 主主義体制に移行 したア
ルゼンチン,ル ーマニア,ポ ーランド,ロ シアの諸事例についての比較考察
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をさらに加え,そ の上で旧体制か ら新体制への体制移行,社 会的制約 と制度
的選択,国 際的セッティング,経 済変動と民主主義体制 との関係,に ついて,
序論と結論とで次のようにまとめている㈹。
第1に,・ 旧体制か ら新体制への体制移行(指 標,源 泉,先 行モデル)。
体制移行の指標としては次の三点に注目する。①政治権力の保持者の交代
ではな く,政 治システムの拠ってたっ前提と方法が変化すること。②政治 シ




であり,こ れにより旧体制は不安定化 し,戦 争,な いし軍事予算が危機を促
進する。同時に,旧 体制の中に正統性を失わせる理念(理 性,平 等,自 然権
等)が 存在することである。なお,権 威主義体制の解体には特異な能力をもっ
た個人が必要であるが,そ れは,旧 体制にアクセスする手段が限 られている
ために,普 通人の能力では不可能だか らであるといっている。
次に,ア メ リカの独立革命に際 してはイギ リスの代議制,議 会の権力,宗
教的寛容,法 の支配が制度モデルとされていた し,ま た,西 ドイツと日本の
事例 もそうだったとし,利 用可能な制度モデル(デ モクラシーの制度と思想,
民主主義者像)が あれば,伝 統的な社会経済的先行条件の重圧を緩和する働
きがあることがわかったとしている。
第2に,社 会的制約 と制度選択(こ れらは民主主義体制強化 と関連するで
あろう)。
制度選択の相違が民主化の成否を決めるという傾向があり,新 しく採用 し
た政治制度が社会的制約 と大 きくズレているほど,政 治体制は不安定になり






法等に盛り込む等,で ある。なお,す ぐれた リーダーシップは成功の必要条
件となるか もしれないが,そ れだけでは十分条件にならないことを強調 して
いる。
移行プロセスのアクター.としては,体 制側では強硬派 と改革派を,反 対派
側では穏健派と急進派をそれぞれ分けて検討 した結果,次 のような教訓が得
られたとする。①戦争や革命にかかわる場合,新 体制は旧体制への反対派が
樹立 し,そ れゆえ,デ モクラシーの構築の際に考察すべき対象はこの反対派
である。②旧体制の強硬派は政治権力から排除されても社会勢力として残り,
新 しい民主的官吏は彼 らに対処する意識的な方法を考案 しなければならない。
③ポス ト共産体制の移行では体制側の改革派が多 くの場合,主 要な役割を果
た した。④新制度導入のスピー ドは,集 団構造によるよりも,個 人の指導力
の如何による可能性が大 きい。⑤体制移行を分析す る際 に4っ のアクター
(体制側の強硬派と改革派,反 対派側の穏健派と急進派)が 重要であるが,
新体制それ自体 もまた社会,経 済的イデオロギーの亀裂に基づいて政治的 グ
ルーピングを創出することに注意すべ きである。
第3に,国 際的セッティング。
対外環境は,第2次 大戦後の日本や ドイツ(屈 辱的な敗戦 と占領),最 近
では東欧の民主化(冷 戦終結によって加速)の ように,民 主主義制度の創設
と存続にとって重要な要因である。民主化の困難な時期には,国 際社会が借
款,貿 易障壁,国 際機関への参加条件等の方法で,ル ール違反には制裁を課
しルールを守れば報奨を与え る必要を指摘する。
第4に,経 済変動 と民主主義体制との関係。






(1)経 済,教 育の発展 と近/1反 対集団の民主化闘争(1社 会工学的戦略(経済
代化の意図せざる結果 への動員 的,知 的資源の分権化)
ヴ ァ ン {2}民 主化の要求を行 なう(2旧 支配集団 の新体制へ〔2)制 度工 学的 戦略(多 党
ハ ー ネ ン の は既存の体制にお いて の適合または排除 制の実現と競争選挙の着
独立し資源を自由に利用 13権 力移 行 の方法(大 衆 手)
で き る エ リー ト 運動,選 挙,革 命的変動)(3)政 治的行為 の戦略
解体の原因 競争選挙による政権担当者 規定要因
(1〕 軍事的敗北,経 済的矢の選抜 (1)以 前 の民主主義の経験
敗→正統性衰退 民主化過程の型 (2}経 済発展 の レベル
② 教育普及,都 市中間層 {D体 制内改革:改 革派が(3}国 際環境 と外国の アク







〔3)国 際情 勢の 変化(EC
拡大,米 国の人権外交,
保守派 より も強 く,穏 健
派が急進派 よりも強 い
② 革命的変革=反 対勢力
が政府 より も強 く,穏 健
派 は急進派 よりも強 い
ター
(4}体 制移行の タイ ミング
㈲ 協調的で暴力の少 ない
体制
(6〕 直面 した問題 に対す る
ソ連 の ペ レ ス トロ イ カ) (3)体 制転換1政 府側(改 エ リー トや民衆の対応の
〔5)コ ミュニ ケ ー シ ョンの 革派)と 反対勢力(穏 健 仕方
発達 と民主化のデモ ンス 派)と の共同行為
トレー シ ョン効 果
(1}「構造的な経済的困難に(1)体 制移行の指標(政 治(1社 会的制約 に適合 した
よ って不安定にな る システムの前提 と方法の 制度選択を行なう(① 連
② 戦争ないし軍事予算が 変化,権 力への アクセス 邦制:地 理的民族的調和
危機を加速する 方式の変化) 達成,② 比例代表:多 様
⑧ 旧体制の中に正統性を 〔2)体 制移行の分析(体 制 な利益反映,③ 中央政府
フ ィ ツ 失わせ る理念(理 性,平 側は強硬派と改革派,反 の権限の強弱は歴史的経
シ ャ ー 等,自 然権)が 存在す る 対派側は穏健派と急進派。 験で決める
(4)体 制の解体には特異な 新体制が政治的イデオロ {2〕 経済発展 よりも法の支
能力をもった個人が必要 ギー的亀裂 によって新 し 配の保障が先決





キ ャスパ ー ② 大衆の政治参加,自 由 ルを遵守 させ る
=テ イ ラー で公平な選挙
(3}多 元主義
(4}市 民的 自由の保護
(1}経 済発展 民主主義体制の要件 (1正 統性 と法の支配
{2)政 治文化 と社 会文化 (1競 争選 挙 (2)議 院内閣制又は大統領制
リブ (3)宗 教 的伝統 ② 政治参加 (3)選 挙制度
セ ッ ト (3)政 治的 自由 (4}市 民社会 と政党
(5)政 体内部の構造的緊張
⑥ 経済社会秩序
民主主義的移行の完成 U}市 民社会:結 社とコミ3
11'.民選政府創出の政治手ニ ケ ー シ ョ ンの 自 由
続きへの十分な合意 ② 政治社会:自 由な競争
(2)自 由な一 般投票による 選挙
リ ンス= 政権樹立 (3)法 の支配:立 憲主義
ス テパ ン (3}こ の政府が新政策を創出{4)国 家機構1合 理的合法
できる事実上の権威をもつ 的な官僚規範
(4}行 政,立 法,司 法の諸〔5)経 済社 会:制 度化 され
権力が他の機関と法律上 た市場
の権力 を共 有 しない
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らすれば,民 主化は法の支配 と人間の尊厳を保証 したが,経 済的平等や保障
は行わなかったことが指摘できる(こ れは民主化が政治改革であって,経 済
改革ではないことを示唆 している)。 したがって,困 難な時期を克服するた
めには,シ ステム内部では,一 つの集団がシステムを独占できないように,
さまざまな競合集団の間に権力が分散 されなければならない,と する。
最後に,フ ィッシャー等は,最 近,権 威主義体制から民主主義体制へと移
行 したアルゼンチン,ル ーマニア,ポ ーランド,ロ シアの諸事例に比較考察
を加えたが,そ の結果 として導 き出された結論 の中で は次の点が一番注 目
すべきものといえよう。経済発展が民主化を促進するという従来の定説 とは
異なって,民 主化が実現 した結果として社会的達成(経 済発展,参 加,寛 容)
が得 られたこと,そ れである(弱)。換言すれば,最 初 に民主政治の手続 き
が生 まれ,次 いで諸政党,お よびさまざまな利益集団が出現 し,民 主的な行
動規範が生まれ,市 民参加 も拡大する,と いう過程をたどったというのであ
る㈹。
以上,ヴ ァン八一ネン,ハ ンテントン,フ ィッシャー等の民主化研究の成
果を,民 主化の移行プロセスとしてハ ンテントンの3レ ベル(権 威主義体制
の解体,民 主主義体制の設定,民 主主義体制の強化)に そってまとめると,
表1が できよう。
む す び
ダイモンドは,近 著 『デモクラシーの発展:強 化をめざして』 において,民
主化の 「第三波」は1990年 の半ばに停止 し 「揺れ戻しの波」に入ったとし,
第三波の特徴を 「浅薄で,非 自由主義的で,制 度化の乏 しいデモクラシー」
であったとし,よ り自由主義的な 「第四波」を起こす必要性を力説している㈹。




した結果 として社会的成果(経 済発展,参 加,寛 容)が 得 られたとする結論
に至 るであろうが,・これは最近の政治学におけるいわゆる制度論 復 活'の
傾向の一つを反映するものと言えよう。つまり,そ れまでのように 「社会構
造ないし文化的価値の説明力を過度に重視するアプローチ」とは確実に訣別
しているのである㈹。さらに民主化研究か ら得 られた指針 と しては次の三
点を確認 しておこう。第1に,民 主化とは動態的な移行プロセスであ り,民
主主義手続 き(基 準)の 設定過程として捉える(そ れら手続きとしてはまず
はエ リー ト間の競争選挙と法の支配,の2つ の基準が重要であり,次 に一般
市民の政治参加 となる)。第2に,民 主化を,ハ ンテントンに倣えば,権 威
主義体制の解体,民 主主義体制の設定,民 主主義体制 の強化,の3レ ベル
(または段階)か ら考察する必要があり,特 に近年は民主主義体制 の設定 と
強化に研究の力点がある。第3に,民 主主義体制の設定過程において体制派
(改:革派 と保守派)と 反対派(穏 健派と急進派)を 識別 し,そ れぞれのアク






Vol,72,No.3Sum.1993(中央 公 論1993年8月,349～379ペー ジ)。 ハ ンテ ン
ト ンは,著 書 と して 出版 され たTheClashofCivilizationsanatheRemaking
ofWorldOrder(London:Touchstone..1998)で こ の 文 明 ア プ ロ ー チ は 「20
世 紀 末 と21世 紀 初 頭 の 世 界 政 治 を 理 解 す るの に役 立 っ で あ ろ うが,20世 紀 半
.ば に も等 しく役 立 った で あ ろ う とい うわ け で はな い し,21世 紀 半 ば に も役 立
つ で あ ろ う と い う ので も な い」(p.14)と 述 べ て い る こ とか ら も,民 主 化 論 の
タイ ムス パ ンの 方 が長 い こ と は明 白 で あ る。
(3)'ハ ンテ ン トン 〔坪 郷 實 ・中 道 寿一 ・薮野 祐 三訳 〕.「第 三 の 波 一 二 十 世 紀 後 半
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の 民 主 化 」,三 嶺 書 房,1995年,3ペ ー ジ。 さ らに ハ ンテ ン ト ンは,1994年3
月28日 に 東 京 で 開 か れ た シ ン ポ ジ ウ ムの 講演,「 民 主 化 進 展 の次 な るステ ップ」
で,民 主 制 の 意 義 と して,一 つ は 専 制 か ら生 まれ る よ う な弊 害 を解 消す るこ と,
「も う一 つ は戦 争 の危 険 を 減 らす こ と を あ げて い る。 季 刊 『ア ス テ ィオ ン』No .
33,1999,夏,112ペ ー ジ。 同時 に,こ の講 演 で は,民 主 化 を 阻 む 要 因 に 力 点
が あ り,と く に文 化 的 要 因 に 注 目 して い るが,こ こ に,大 論 争 を 巻 き お こす,
例 の 「文 明 の 衝 突 」 との 関 連 性 が 認 め られ る。
(4)な お,こ う した試 み の 一 つ と して,た とえ ば 外 泊 力 「民 主 化 と デ モ ク ラ シー
論 」,明 治 大 学 『政 経 論叢 』 第64巻 第3・4号,1996年3月参 照 。 戸 池 は こ の
論 文 で 「民 主 化 研 究 とデ モ ク ラ シー 論 は,事 実 と理 論 と い う両 輪 と い って もよ
い の で あ るか ら,お 互 い に 刺 激 し合 い有 益 な 議 論 を 展 開 す べ き で あ る」(220
ペ ー ジ)と 適 切 に指 摘 して い る。
(5)前 掲,日 訳,12-25ペ ー ジ。
(6)李 新 主 編 『中 年 民 国 史,第1編 第1巻,中 年 民 国 的 創 立 〔下 巻 〕』,中 華書局,
1982年,431-439ペ ー ジ。 蒋 碧 昆 編 「中 国 近 代 究 政 究 法 史 略 』,法 律 出版 社,
1988年,89-143ペ ー ジ。
(7)さ ら に南 京 臨 時 政 府 の 成 立 にあ た って,議 院 内 閣 制 を主 張 す る宋 教 仁 と大 統
領 制 を 主 張 す る孫 文 との 論 争 が あ っ た と い う事 実 に も民 主 化 の 第 一 波 の影 響 を
読 み 取 る こ とが で き よ う。 た とえ ば,横 山 宏 章 『中 華 民 国:賢 人 支 配 の善 政 主
義 』,中 公 新 書,1997年,27-3Eペ ー ジ参 照。 た だ し横 山 氏 の 一 連 の 研 究 は,
中 国 共 産 党 の 労 働 者 階 級 史 観 を 正 そ う と努 め て い たせ いで あ ろ うか,孫 文 を含
む 伝 統 的 な 「士 大 夫 」 の 「賢 人 支 配 」 の 理 想 や 歴 史 的 連 続 性 を 強 調 しす ぎ た結
果 と して 民 主 化 の第 一 波 と い う世 界 史 的 潮 流 を 軽 視 す る こ と に な って い る か の
よ う な印 象 を 受 け る。
(8)前 掲,ハ ンテ ン トン 『第 三 の 波 』,口 訳,30-40ペ ー ジ。
(9)同 上,279ペ ー ジ。
(10)LisaAnderson,`Introduction',Coηゆα猶α`勿θPolitics(VoL29,No.3,April,
1997,pp.253-261)に よれ ば,「 デ モ ク ラ シ ーへ の 移 行 」 に つ い て の 最 初 の 体
系 的 な考 察 は,DankwartA.Rustow`TransitiontoDemocracy:Towarda
DynamicModel'(ComparativePolitics,Vo1.2,April1970)でな さ れ た と さ
れ る。 な お,ロ ス トオ の こ の 論 文 は,LisaAnderson(ed.),Transitionsto
Democracy(NewYork:ColumbiaUniversityPress,1999,pp.14-41)に再 録





(12)ロ バー ト・ダール(高 畠通敏 ・前田脩訳)『 ポリアーキー』,三 一書房,1981
年,293ペ ージ。粕谷祐子 「民主主義論の潮流:ダ ールのポリアーキーモデル
を中心に」(岩 崎育夫編 『アジアの民主主義』 アジア経済研究所研究双書471,
1997年)に よ・れば,ダ ールのポ リアーキー概念 はその内容が 『政治 ・経済 ・
厚生』(1953年),『 民主主義理論の基礎』(1956年),『 ポリアーキー』(1971




(13)ダ ールは歴史上,三 つの民主化パターンを,す なわち第1の パ ター ンは19
世紀の西欧世界に見られたような,抑 圧体制と競争的寡頭体制から準 ポリアー
キーへの移行,第2の パターンは前世紀末から第1次 大戦 までの約30年 間 に
見 られたような,準 ポ リァーキーから正ポ リアーキーへの移行,第3の パター
ンは大恐慌以来の民主的福祉国家への発展に象徴 される正ポ リアーキーのさら
なる民主化過程,を それぞれ区別 し,こ の歴史的過程 は 「1960年 代の後半か
ら,と りわけ若者世代を中心に急速に高まってきた社会制度の民主化要求とい
う形で,受 け継がれている」 と指摘 している。同上 『ポ リアーキー』,口 訳15
ページ。
(14)同 上,日 訳,6ペ ージ。
(15)同 上,口 訳,45ペ ージ以下。
(16)シ ュンペーター(中 山伊知郎 ・東畑精一訳),『 資本主義,社 会主義,民 主主
義』東洋経済新報社,1961年 〔1942年初版〕,503ペ ージ参照。また,以 下の
記述は,同 書第21章 と第22章 参照。
(17)前 掲,戸 池,1996年,224ペ ージ。










できる。 しかし,独 裁制は本来的に権力継承の不安定性を伴っているので長 く
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は続 か な い。 そ こで,デ モ ク ラ シ ー が必 要 と な り,デ モ ク ラ シー を持 続 さ せ る
必 要 条 件 は 「個 人 の財 産 権 と契 約 遵 守 」 が 確 保 さ れ る か ど うか で あ る とい って
い る点 が 重 要 で あ る。 なぜ な ら,権 威 主 義 体 制 か ら民主 主 義 体 制 へ の移 行 を 確
固 た る もの に す るに は 「個 人 の 財 産 権 と契 約 遵 守 」 が保 障 で き るか ど うか に か
か っ て い る こと に な るか らで あ る。 デ ス ポ ッ トの前 で は 個 人 の財 産権 は 保 障 さ
れ な いが,民 主 政 治 の もとで は憲 法 に よ って財 産 権 の安 全 が保 障 さ れ るか ら,
人 々 は 自 由 な経 済 活動 が 可 能 に な る と考 え る の で あ る。 イ ギ リスの憲 政史 で は,
名 誉 革 命 に よ って制 限君 主 制 が 実 現 し,こ れ に よ って個 人 の財 産 権 の安 全 が 確
定 し,そ れ を独 立 した司 法 制 度 が 保 障 す る とい う慣 例 が確 立 した こ とを 想 起 す
るべ き で あ る とす る。 これ らの経 済 的 自 由 が保 障 さ れ れ ば,さ らに政治 的 に は,
支 配 者 を交 代 さ せ る こと が で き る普 通 選 挙 と,国 民 の全 体 が従 うべ き法 の 支配
が 重 要 だ とい う こ とに な ろ う。
(20)EmilyHauptmann,PuttingChoicebeforei)θηzo π乙(ッμ4Cが 吻 π¢ofRo・
tionalChoiceTheory〔AlbenyN.Y.:StateUniversityofNewYorkPress,
1996〕,Ch.1,pp.7-3F,p.48。 ま た,ハ ウプ トマ ンは,シ ュ ンペ ー ター と他 の 合
理 的 選 択 論 者 との 共通 善 に対 す る見 方 の違 い を指 摘 し,シ ュ ンペ ー ター は 共 通
善 の危 険 性 と概 念 的 混乱 の2つ を強 調 して い た の に対 して,合 理 的選 択 論 者 は
も っぱ ら後 者 の共 通善 の概 念 的 混 乱 に だ け 注 目 して い た と す る 〔pp.9-10〕 。
合 理 的選 択 論 の批 判者 と して一 般 に著 名 な の は グ リー ン と シ ャ ピ ロで あ るが,
か れ らは そ の方 法 論 的欠 点 を,問 題 指 向 で は な い,方 法 指 向 の アプ ロー チ に あ







(22)ジ ャ ッ ク ・ラ イ ヴ リー(櫻 井 陽二 ・戸地 力 訳)『 デ モ ク ラ シ ー と は何 か 』(原
著1975年),芦 書 房,1989年,58-6Eペ ー ジ。 な お,ラ イ ブ リ ー の 立 場 は,
「経 験 的 研 究 が 洗 練 され て くる に つ れ て」,か え って 「デ モ ク ラ シ ーを 規 範 的 に
明確 に定 義 す る こ との必 要 性 」(122ペ ー ジ)が 減 るの で は な く増 え て く る とす
る,そ れ で あ る。 ち なみ に,同 書 の198E年 の 日本語 版 へ の 序 文 に お い て,デ
モ ク ラ シ ーの 中 心 的 な規 範 的原 則 は 「政 治 的 平 等 」 で あ る と し,シ ス テ ム にお
け るデ モ ク ラ シ ー度 を 測 定 す る指標 は,す べ て の 集 団 の 政 治 的 影 響 力 行 使 の 度
合 い,責 任 政 治 の 実 現 の 程度,普 通 の 市 民 の 公 的 行 政 へ の 参 与 の程 度 を掲 げて
82(192)
民主化の理論的視座:中 国と台湾の比較研究のために
い る(1-2ペ ー ジ)。 こ こで興 味 深 い こと は,競 争 選 挙 と 法 の支 配 が 実 現 した
後 の段 階 で市 民 の政 治 参 加 の重 要 性 が示 唆 され て い る こ とで あ ろ う。
(23)D.C.シ ン(DonChullShin)は,`OnTheThirdWaveofDemocratiza-
tion:ASynthesisandEvaluationofRecentTheoryandResearch'(World
Politics,VoL47,No.10ct.,1994)と題 す る論 文 で 「民 主 化 に つ い て の 最 近 の
経 験 的 研 究 の 多 くが,経 済 的 平 等 と社 会 的 正 義 を含 む実 質 的 な い し最 大 限 的 な
デ モ ク ラ シー概 念 よ り も,手 続 き的 な い し最 小 限 的 な デ モ ク ラ シー概 念 を好 ん
で い る」(p.142)と 評 して い る。1970年 代 末 に 「民 主 主 義 体 制 の 崩 壊 」 に つ
いて 古 典 的 著 作 を 書 くこ と に な る リ ン ス(JuanJ.Linz)は,F.Greenstein
andN.Polsbyeds.,HandbookofPoliticalSciencE(Reading,Mass.:Addison-
Wesley,1975)に 寄 稿 した論 文,`TotalitalianandAuthoritarianRegime'
(高 橋 進 監 訳 『全 体 主 義 体 制 と権 威 主 義 体 制 』 法 律 文 化 社,1995年)で,デ モ
ク ラ シ ーを 「結 社,報 道,通 信 の 基 本 的 自由 権 の 行 使 を通 じて,定 期 的 に非 暴
力 的 手 段 で 支配 要 求 を正 当 化 す るた め の 指 導 者 間 の 自由 競 争 が 行 な わ れ,そ れ
に よ って,政 治 的 選 好 の 自由 な 形 成 が な され る政 治 シ ス テ ム」 と最 小 限 的 に定
義 す る(日 訳p.13)。
(24)前 掲,ハ ンテ ン トン,口 訳,6-iペ ー ジ。
(25)MaryE,Fischered.,Establishingi)伽oczαc∫θ呂Boulder,Colorado:
WestviewPress,1996,pp。3～4.
(26)こ の よ うに シ ュ ンペ ー ター 流 の 「手 続 き的 デ モ ク ラ シ ー」 と は結 局 の と こ ろ
競 争 選 挙 で あ る とい って よ い が,そ の エ リー ト主 義 的 傾 向 を手 直 し して,ダ ー
ル が 「手 続 き 的 デ モ ク ラ シー(デ モ ク ラ シー の プ ロセ ス)」 と して 次 の5つ の
基 準 を 明確 に して い る点 は指 摘 して お く価 値 が あ る で あ ろ う(R.Dahl,℃h,5
ProceduralDemocracy'inTowardDemocracy:A/gurneyReflection:1940-
1997,InstituteofGovernmentalStudiesPress,UniversityofCalifornia
Press;1997,pp.57-91)。 す な わ ち投 票 の平 等 性,有 効 な参 加,開 け た 理 解 力,
議 題 に対 す る最:終 的支 配,包 括 性(民 衆 に含 ま れ る市 民)と い う5っ 基 準 で あ
る。 それ らの基 準 を満 た す ご と に 手 続 き的 デ モ ク ラ シ ー は,`最 小 限'か ら
最 大 限'へ と深 化 して い く とみ る こ とが で き る。
(27)非 民 主 主 義 体 制 の類 型 と して ハ ンテ ン トンは第 一 波 の民 主 化 の 際 に は絶 対 君
主 体 制 を,第 二 波 の民 主 化 の際 に は フ ァ シス ト国 家,植 民 地,個 人 の軍 事 独 裁
を,第 三 波 の民 主 化 の際 に は一 党 制,軍 事 体 制,個 人 独 裁 を そ れ ぞ れ想 定 して
い た(前 掲,108ペ ー ジ)。 もち ろん,前 掲 注23の リ ンス の よ うに,全 体 主 義
体 制 と権 威 主 義 体 制 と に二 分 した り,前 掲 の フ ィ ッ シ ャー(p.6)の よ うに さ
ら に権 威 主 義 体 制 を伝 統 的 権 威 主 義 体 制 と現 代 的 権 威 主 義 体 制 と に分 け て使 用
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した りす るの が 通 例 で あ ろ うが,以 下,煩 雑 なの で 便 宜 的 に権 威 主 義 体 制 と い
う言 葉 で す べ て の非 民 主 主 義 体 制 を さす こ と に しよ う。
(28)シ ュ ミ ッタ ー=オ ドンネ ル(真 柄 秀 子 ・井 戸 正 伸 訳)『 民 主 化の比 較 政治 学一
権 威 主 義 支 配 以 後 の 政 治 世 界 』,未 来 社,1986年,35ペ ー ジ。 さ らに,シ ュ ミッ
タ 一等 は,移 行 過 程 を,一 方 の 公 的 諸 制 度 お よ び統 治 過 程 の 「民 主 化 」 と,他
方 の 「全 て の 個 人 お よ び集 団 の 平 等 な地 位 の保 護 」 され る 「自 由化 」 との 相 互
作 用 と して 描 き,「 民 主 化 」 と 「自由 化 」 の バ ラ ンスが う ま くい け ば 「社 会 化
(社 会 民 主 主 義 と経 済 民 主 主 義 の 達 成)」 が 実 現 す る とみ て い る(51ペ ー ジ)。
(29)リ ブ セ ッ トは前 掲 の 『デ モ ク ラ シ ー辞 典 』 の 序 文 で 民 主 的 発 展 に影 響 す る要





(32)Ibid.,pp.165-167.ここで は前 掲,ロ ス トオ の民 主 化 モ デ ル も 注 記 され て い
る(p.165).
(33)前 掲,ハ ンテ ン トン,35ペ ー ジ。
(34)同 上,45-46ペ ー ジ。
(35)同 上,110-11`eペ ー ジ,121ペ ー ジ。 なお,民 主 化 の第 三 波 の プ ロ セ ス で 目






(38)前 掲,ハ ンテ ン トン,260-267ペ ー ジ。 な お前 掲 の講 演 でハ ンテ ン トン は,
政 治 制 度 の条 件 と して は3っ 一 す な わ ち,ω 国 内 の分 裂 や停 滞 を和 らげ る,
② 効 果 的 かつ 責 任 あ る政 策 決 定 を促 す,(3)権 力 集 中 の行 きす ぎ を抑 制 す る一
あ げ る一 方,経 済 改 革 と して経 済 活 動 に お け る政 府 の役 割 を減 ら し市 場 経 済 の




15。 リ ンス と ス テ パ ンは 「民 主 主 義 的移 行 の完 成 」 と 「民 主 主 義 体 制 の強 化」
の二 分 法 を採 用 す るが,前 者 は 「体 制 変 動 」 を,後 者 は 「体 制 安 定 」 を そ れ
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そ れ 念 頭 に 置 い て い る か に 思 わ れ る。 し か し,最 近 の 「民 主 主 義 強 化 」 論 争
に お け る,R.Gunther,P.N。DiamamdourosandHans-JurgenPuhle,
`0'Do
nnelrs"lllusions":ARejoinder'(Journalof1)θηzocπz(ly,Vol.7No.9,
Oct.,1996)の 指 摘 一 つ ま り,強 化 は 「プ ロ セ ス 」 で あ る と す る(p.155)一 を
見 て も,ハ ン テ ン ト ン の よ う に 「移 行 」 プ ロ セ ス の3っ の レ ベ ル 論 の 方 が 生 産
的 で あ る よ う に 思 わ れ る 。
(40)pp.lxii-lxxv。な お,デ モ ク ラ シ ー 辞 典 の デ モ ク ラ シ ー の 「強 化 」 を 執 筆 し
たPhilippeC.Schmitterは,民主 化 が 成 功 し た 全 て の 場 合 に お い て は 次 の4
つ の 制 度 的 選 択 過 程 が 含 ま れ て い た と し て い る 。 政 党 制 形 成,結 社 型 の 利 益 体
系 の 形 成,憲 法 の 起 草 と 承 認,軍 隊 に 対 す る 文 民 統 制 で あ る(℃onsolidation',
inSeymourM.Lipset,ed.inChief,op.cit.,pp。295-299)。
(41)CasperandTaylor,op.cit.,pp.12-13。
(42)Fischer,op.cit.,p。4.
(43)Ibid.,pp.5-17.pp.280-297。
(44)Ibid.,p.5.
(45)Ibid.,p.296.
(46)LarryDiamnd,1)θ〃¢Zoρ∫ηgDα ηocπzcy'TowardConsolidation,Baltimore
andLondon:TheJohnsHopkinsUniversityPress,1999,p.49。
(47)K.L,Remmer,`TheoreticalDecayandTheoreticalDevelopment:The
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